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UR団地子育て支援活動の取組み
-団地再生の具体的方策に関する報告書から（2007）-

図 3. 出生数および、合計特殊出生率の年次推移　 図 4. 家庭のライフサイクルの変化　

図 2. エンゼルハウス 2)図 1. あっぷるはうす 1)

主要事象 1935年 1995年

結婚年齢 男26歳、女23歳 男29歳、女26歳

子ども数 5人 2人

出産期間 15年 5年

子の養・教育期間（結婚後） 27年
23年（高校）

～27年（大学）

末子の教育終了時の親の年齢 夫53歳、妻50歳
夫52～56歳

妻49～53歳

死亡年齢 夫63歳、妻65歳 夫77歳、妻84歳

団地ストックの活用と再生に関する研究
　UR 都市機構西日本支社では、2005 年以降「団地
ストックの活用と再生に関する研究」に継続的に取
り組んできた。これは、巽和夫氏（京都大学名誉教授）
を中心とする団地や住宅地計画研究の専門家による
研究会として開催された。この研究会は、2010 年に

「『団地マネジメント』概念の構想」を提案し、その
後 UR 都市機構で「団地マネージャー制度」が創設さ
れるに至っている。

団地再生の具体的方策に関する研究会
　本稿は、2007 年度に開催された「団地再生の具体
的方策に関する研究会」の中で検討された「UR 団地
における子育て支援活動の取り組み」について報告
するものである。研究の課題を以下に示す。
　①少子化と子育てをめぐる現状分析

　② UR における子育て支援への取組の検討
　③子育て支援型住宅団地への再生を目指す提案
　研究会のメンバーは、巽和夫氏、住田昌二氏（現
代ハウジング研究室、大阪市立大学名誉教授）、柏原
士郎氏（武庫川女子大学教授、大阪大学名誉教授）
を核に、テーマに応じてメンバーを委員に招いて構
成された（所属は 2007 年度当時）。
　研究会では、社会全体から見た少子化の現状と、
国や地方公共団体が行った少子化への取組について
の調査、UR 賃貸住宅団地で取組まれている子育て支
援活動の調査を行った。そして、UR 団地における子
育て支援活動や団地再生に対し、研究メンバーから
の提言を行い、UR 団地の以後の取組みの方向性につ
いてとりまとめを行った。その中で、「子育て支援 j 
事業を、「特区」的な位置づけの実験的事業として、
1 ～ 2 の団地に集中して行うべきであるとしている。
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図 5. 子育てを考えると
　　　住宅や環境について重要な点

図 6. 子育て支援住宅（武庫川団地）3)

1. 少子化の現状
　1989 年（平成元年）の出生率 1.57
ショックは、1966 年（昭和 41 年）
のひのえうま（1.58）より下回っ
ている。それ以降出生率は徐々に低
下し、2005 年には 1.25 まで下がっ
ている。少子化の要因は主に高学歴
化が進み、女性の社会進出によるも
のであると考えられている。そして
晩婚化や非婚化が進み、子育ての経
済的負担の増大や子育てを時間の負
担と考える人が多くなってきた。近
年は、産む子供の人数が全体的に
減っているのではなく、産む人は多
く産み、産まない人は全く産まない
現状であることが判明してきた。ま
た、住宅事情の悪さ、子育て環境（ソ
フト・ハード）への不安感の増大等
が要因として挙げられる。
　国や地方公共団体の取組として
は、1.57 ショックの時にエンゼル
プランを作り、その後に新エンゼル
プラン、子供子育て応援プランを
作ってきた。そして 2007 年（平成
18 年）には、新しい少子高齢化対
策として、国と地方公共団体、企業
と働く人を連携させて考える「子供
と家庭を応援する日本」重点戦略が
作られた

2. 研究会での調査
　研究会での取組みを以下に記す。
①研究会開催（報告会を含め 5 回）
② UR 賃貸住宅居住者定期調査
③子育て支援施設利用者へのアン　
ケート調査
④子育て支援活動グループの調査　
と施設運営者へのヒアリング
⑤子育て支援型住宅の現地調査

　 ③ の 調 査 期 間 は 2007 年 10 月
15 日（月）から 10 月 26 日（金）
である。②の定期調査からは、子育
てに関する住宅や環境については、
住宅の広さ、間取り、遮音性、子供
の遊び場や公園、道路の安全性など
が重要であるとされた。また③の調
査から、子育て施設の利用者の満足
度は高いことが把握された。理由は
親や子に友達ができること、安全な
遊び場であるから、情報交換ができ
るから、となった。母親にヒアリン
グした影響もあるためか、エンゼル
ハウス（図 1）やあっぷるハウス（図
2）は、子供よりも母親にとって意
義のある場所となっている。

3.UR 都市機構における子育て支援
の取組
　UR 都市機構では、公団時代から、
子育てがしやすい住居環境とするた
めに、保育所などを誘致し、ハー
ド・ソフト両面から子育て支援に取
り組んできた。UR 賃貸住宅のストッ
クの新たな方向性のひとつとして

「セーフティネット機能の強化」を
計った。これは、　民間住宅市場に
おいては自力確保が困難な高齢者や
子育て世帯等への対応に重点化を置

くものである。これまでの取組とし
て、ハード面からは、
①子育て支援型住宅の整備
②建替えに伴う整備敷地等の活用
③計画段階からの社会福祉施設の　
配置
ソフト面からは、
④集会所使用料の助成
⑤空き賃貸施設の活用（図 7）
⑥入居にあたっての優遇措置
⑦住宅管理協会による支援
⑧コミュニティ活動を通しての支援
などを行ってきた。

4. 研究会からの提言
　団地再生の具体的方策に関する研
究会の委員によるの提言を示す。
4-1.UR 団地再生と子育て層の開拓

（住田昌二氏 / 現代ハウジング研究
室、大阪市立大学名誉教授）
　子育て層の定義を、夫婦が団塊
ジ ュ ニ ア（1971 ～ 74 年 生 ま れ ）
から 25 歳で、小学校 6 年生以下の
子供のいる世帯とする。この子育て
層は、社会的不利益を被ってきた世
代にあたる。
　UR 団地再生の基本戦略を示す。
① UR 団地再生の基本目標：21 世
　紀の新しい住まい像づくりをリ
　ードする。
　ⅰ . 子育てに希望がもてる
　ⅱ . 高齢者が生き生き暮らせる
　以上、2 点を通じ「地域力」の強
い団地を育てる。
② UR 団地再生のゾーン戦略
　西日本支社管内の団地をゾーン　
で分け再生を進める。
　ⅰ .「再生特区」
　ⅱ .「再生地区」
　ⅲ .「改善地区」
　ⅳ .「転換地区」
③ UR 団地再生の空間整備基調
　ストック再生はジェントリフィ　
ケーション（高級感）を基調に　す
すめる。また、入居者のターゲット
層を絞る。
　中間収入階層を目標に、今後はで
きるだけ中間層（第三部位層）に絞っ
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ていき空家のリニューアル住宅入居
層は「子育て世代層」に絞る。以上
のことより、UR 団地の老若男女ミッ
クス社会化を進める。
4-2. 生活・空間・環境計画からの子
育て支援について

（柏原士郎氏 / 武庫川女子大学教授、
大阪大学名誉教授）
　子育て支援には、矮小化された問
題がある。主体は親か子か、少子化
対策としての子育て支援に止まって
いないか、などである。
　多様な子育て空間は、住居空間系、
EV ホールなどの接合空間系、集会所
などの施設空間系に分けることができ
る。参考事例として、千里ひがしまち
街角広場のコミュニティ空間が挙げら
れる。また空間の多機能性・重層性の
視点では、芦屋市の小学 4 年生を対
象に食空間認識調査、主婦の立場から
見た食空間についてのアンケート調査
により、食卓 = リビングという発想
で混在する食とリビング機能を一元化
し、より広く、集まり易く利用できる
ことが明らかになった。今後は以下の
7 点が重要になる。
①子育て支援を広くとらえること　
の必要性
②親育て支援の必要性
③空間・環境整備からの子育て支　
援の必要性
④横割り思考の必要性
⑤ストック有効活用の必要性
⑥企画から実施まで、住民参加の　
必要性
⑦バラマキ予算配分からの脱却
　子供の空間、高齢者の空間、共に
多機能性、重層性が重視される。
4-3. 新しい団地ライフを拓く子育て
支援は UR の子育て支援策

（高橋叡子氏 /NPO 法人大阪国際文
化協会理事長）
　社会的ミッションの変化が感じら
れる。それは、良質の「ねぐら」の
提供から、良質の「暮らし」の提供。
また、子供は良質の暮らしを構成す
る重要要素であり、育児の社会化が
みられる。そして、国の重要課題「男

女共同参画社会推進」女性の生活の
質の向上が挙げられる。
　UR の近未来戦略として、以下の
ことが挙げられる。
①現状課題への対策
②新生団地ライフの創造
③自己完結型環境社会
　また、施設運営者が期待する子育
て支援をマクロとミクロの視点から
挙げる。
・マクロ子育て支援
　- 経済的支援
　- 両立支援（保育サービスの拡充・
　 再就職支援・雇用慣行変革）
　- 子育て環境の向上（自然・安全・
　  安心・住宅環境）
・ミクロ子育て支援
　- 負担感を持たず充実感や喜びの
     あるよい子育ての為の支援
　次に UR の子育て支援をマクロ、
ミクロについて提言を示す。
・マクロ方向について
既存ストック（ナチュラル -N、フィ
ジカル -P、ソシアル -S）を活用する。
 S- 経済的支援（現行の家賃対応型）
 P ＆ S- 両立支援（保育所拡充・育
   児休業 ・短時間勤務・再就職支援）
 N ＆ P- 子育て環境支援（子育て対  
　応住宅・自然環境・子供の空間）
・ミクロ方向について
 P ストック - キッズルームとして集
　会所を場提供
 S ストック - 親子の集い、大小の子
　育てサークル
4-4. 団地再生による次世代育成と
団地ブランドの創造

（弘本由香里氏 / 大阪ガス（株）エ
ネルギー・文化研究所客員研究員）
　団地再生と団地ブランドの創造に
ついて、ブランド論から考える。ブ
ランドとは安心、信頼、バリュー、
感動、夢のネクサス（期待と約束）
のことをいう。都市ブランドとは、
地域資源とバリューのマネジメント
とネットワークのことである。
　また、居住地選択をニーズとシー
ズで考え直すため、子育て支援とし
て利用したいもの、費用がかかって

も希望するものを調査した。シーズ
もニーズも、比較的に着目している
ものに違いはないが、シーズの希望
がニーズの希望の約 4 分の 1 しか
ないことがわかった。以上より団地
ブランドの可能性のあるコアコンセ
プトを示す。
① 21 世紀の団地の存在価値
　労働力の受け皿、労働力の再生産
　の場から人間性の回復の場へ
②少子高齢化社会の居住地域選択の
　場へ
　子供の教育、生育環境が一層重要
　な条件になる、社会サービスを補
　完する親子近居志向、互助が成立
　しにくいコミュニティのオルタナ
　ティブなサポート機能が必要にな
　る。
③子育ての視点でストックの価値の
　評価
　オリジナリティを探し、強みと弱
　みの分析、他者から見たブランド
　の価値、何が最も訴えかける価値
　であるか評価する。
④コミュニティ・エンパワーメント
　と次世代育成と戦略展開
　地域資源を生かしたバリューネッ
　トワークの構築へ
　以上のように、都市では喪失しつ
つある人間性や、コミュニティの回
復、子育て環境の良さなどが考えら
れた。
　最終的に団地ブランドの創造にむ
けて、以下の 4 点を示す。
①ストック活用におけるブランド価
　値（コアコンセプト）のプライオ
　リティ
②自治体政策と団地エリアマネジメ
　ントの有効な連携
③保育・教育機関等との補完・拡張
　型の協働プロジェクトの導入
④団地の特性（評価）に応じたエリ
　アマネジメント手法の開発と推進
　の担い手となる組織・人材の開発
　団地ブランドを考えた時に、団地
が自己完結してしまうのではないか
という疑問がでてくる。それについ
ては慎重に議論する必要がある。
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図 9. 郊外居住の歴史的変遷

図 10. 団地マネジメント支援システム

図 8. 団地内施設の地域貢献

5.UR 住宅団地再生への新しい方向
（巽和夫氏 / 巽和夫建築研究所、京
都大学名誉教授）
　まず、’ 居住 ’ という観念から「子
育て」概念の拡張をしてみる。する
と、国の支援策は乳幼児年齢に厚く、
中高生には薄いという問題点が目に
つく。中高生にとっても楽しい居住
地にするということを考えていくべ
きである。住宅・居住環境という視
野からは、子供の健全な生育のため
に、総合的・長期的施策が必要だ。
また、親たちに役立ち、楽しませる
団地運営と生活サービスの充実とい
うことが重要になってくる。
　 図 4 に よ る と、1935 年 と 1995
年のライフサイクルの変化が現れて
いる。1935 年と比べると、1995 年
は少子化が進み子供の数が少ない。
しかし高学歴社会になってきたため、
教育期間などの子の養いにかかる期
間は同じぐらいである。教育終了時
の親の年齢と死亡年齢を見ても明ら
かに 1995 年の方が平均寿命が長く
なっている。そのため、子育てが終
了した後、20 年ほど過ごすことにな
る。少子高齢化に伴い、子供だけで
なく老人の世話も親世帯がしていか
なければならないことがわかる。
　次に郊外型ファミリー団地を見直
すために再評価をしていく。まずは
メリットを示す。
①団地は一般的にクローズした構成を
持ち、生活上の安全性、安心性が高い
② ’ 歩いて暮らせる ’ コンパクトさが
　あり、生活が団地内で充足できる
③自然環境に恵まれ、空間にゆとりが
　あり、郊外生活をエンジョイできる
　また、デメリットを示す。

①職場と居住が分離し、通勤の為の
　時間、費用及び体力を消費する
②生活上の利便性が低く、多様な商品
　サービスを効率よく入手できない
③高い水準の学術・芸術・文化に接
　する機会が容易に得難い
　十分なケアが必要な子育て期や、
高齢期、都心の職場を離れたリタイ
ア期において、郊外団地居住のメ
リットが大きく、デメリットを少な
くするような努力を払っていかなけ
ればならない。
　今後の UR 団地マネジメントの可
能性を以下に示す。また、団地マ
ネジメントの位置づけを図 10 と図
11 に示す。
- 団地マネジメント中心主義へ -
　「合理化計画」によって UR に与
えられた新たな方向は「子育て支援」

「高齢者の安心居住」「地域の多機能
拠点」（図 8）である。これら 3 点
をどのように総合化して、事業モデ
ルを構築するかが課題となってく
る。また、団地内外の環境価値を最
大限に生かし、里山・農地・河岸・
海岸などを環境インフラとして評価
していくべきである。最後に、団地
運営・生活サービスの充実について
の方向性を以下に示す。　
①安心・安全性の確保、利便・快適
　性の向上
②高齢者家族、子育て家族、単身者
　の生活支援サービス
③生活に根ざしたサービスの提供
④文化的、娯楽的クラブライフへの支援

写真
1)2)3)4) スーク創生事務所

C団地

B団地

A団地

X 市

Y 市

子育て施設

高齢者施設

文化芸術施設 等

の地域開放

20世紀前半

郊外住宅団地

20世紀後半

郊外ニュータウン

健康と自然環境
の追求

上・中流階級の
健康生活

住宅の大量供給
の受け皿

都心部への通勤
者のベッドタウン

21世紀
新郊外居住

21世紀
新サスティナブル居住

多様なライフスタイルのゆとり
ある暮らし。

居住地選択・複数居住

少子高齢化・環境保全への
対応

子育て・高齢者福祉への団地
再生

図 11.
団地マネジメントネットワークシステム


